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背景 

中国国家税務総局（以下「SAT」）は、2016 年 10 月 18 日付けで「事前確認制度の改善

事項に関する公告」（以下「64号公告」）を公共情報プラットフォーム上に公布した。64号

公告は、現行の「特別納税調整実施弁法（試行）」国税発【2009】2号文（以下「2号文」）

第 6章に記載されている事前確認管理に関する要求に代わるものである。本公告は

2016年 12月 1日から施行され、税務機関が本施行の以前に受理していない事前確認

（以下「APA」）申請に適用される。 

SATは、2015年 9月に「特別納税調整実施弁法（意見募集稿）（以下「2号文の意見募

集稿」）を公布した（詳細は、チャイナタックスアラート第 25回（2015年 9月）を参照）。そ

れ以来、財務・税務分野の関係者や企業は 2号文に対する重要な改定を待望している。

その中、SATは、2016年 7月に「関連取引申告及び移転価格同時文書化の管理に関

する公告」（以下「42号公告」）（詳細は、チャイナタックスアラート第 23回（2016年 7月）

を参照）を公布し、税源浸食と利益移転（以下「BEPS」）に関する成果物の中国現地化に

向けた最初の一歩となっている。64号公告における APA制度の関連要求もさらなる中

国現地化の動きを反映していると言えるだろう。 

本アラートでは、64号公告における APA制度の変更内容をまとめ、これらの変更ポイン

トが納税者に及ぼす影響について分析する。 

主な変更ポイント 

APA（ユニラテラル、二国間および多国間における APAを含む）制度とは、企業が将来

年度における関連者との取引価格の設定方針及び算定方法について、税務機関に申請

を申し出て、独立企業間原則に従い税務機関と協議し、合意を得ることである。2号文の

APAの手続きは、予備会談、正式申請、審査と評価、双方協議、APAの締結、実施状

況の監督の 6段階に区分されている。64号公告は、前述の 6段階を踏襲したものの、

段階ごとの詳細内容は 2号文とは異なっている。詳細内容は下記のとおりである。 
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本アラートの分析対象法規： 

 

 中華人民共和国国家税務

総局（以下「SAT」）が 2016

年 10月 18日付けで公布し

た「事前確認制度の改善事

項に関する公告」（以下「64

号公告」） 

 SATが 2016年 7月 13日

付けで公布した「国家税務

総局、関連取引申告及び移

転価格同時文書化の管理

に関する公告」（以下「42号

公告」） 

 SATが 2009年 1月 8日

付けで公布した「特別納税

調整実施弁法（試行）」国税

発【2009】2号文（以下「2号

文」） 
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国家税務総局が「事前確認制度の改善事項に関する公告」を公布  
 

https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmg/pdf/2016/06/china-tax-alert-1509-25-j.pdf
https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmg/pdf/2016/07/china-tax-alert-23-j.pdf
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 予備会談 

 APA締結意向書の提出 

 分析と評価 

 正式申請 

 協議・締結 

 実施状況の監督 
 

2号文の要求と異なり、より多くの APA申請の準備作業が正式申請に先立って行われ

ることから APAの申請要件が一段と厳しくなったといえる。そのため、十分且つ周到な準

備作業が APA取得のためには、重要となる。各段階の管理要求の変更点を下記のとお

り分析する。 

予備会談 

64号公告によると、企業は、APAを締結する意向がある場合、税務機関に予備会談の

書面申請を行なわなければならない。また、企業は、予備会談に先立ち、「事前確認予備

会談申請書」を書面により提出するとともに、申請予定となる APAについて説明しなけ

ればならない。具体的には、①APAの適用年度、適用対象の関連者取引、②企業及び

所属するグループの組織構成と管理構成、③企業の直近 3～5年間の生産・経営状況

及び同時文書、④APA対象の各関連者の機能及びリスクの説明（機能・リスクの分担の

根拠となる機構、人員、費用、資産等）、⑤市場状況の説明（業界動向及び競争環境

等）、⑥コストセービングやマーケットプレミアム等の地域性特殊要因の有無、⑦過年度

への遡及適用の要否、⑧その他必要となる状況を説明しなければならない。また、二国

間又は多国間の APA申請を行う場合、租税条約締結相手国の主管税務当局に、APA

申請状況、当該申請関連者の直近 3～5年間の生産・経営状況及び関連者取引、国際

的二重課税の発生の有無及びその詳細を説明しなければならない。 

予備会談の段階で必要となる説明資料の詳細程度および範囲を見ると、64号公告の要

求は 2号文に比べて厳格になった。2号文では上述の説明資料の一部は、本会談の前

に提出する必要はなかった。また、64号公告では、地域性特殊要因に対する調査を新た

に要求している。これは、中国税務機関が近年、移転価格調査及び APA申請への審査

において示した姿勢と一致する。なお、64号公告は、現行手続きの匿名による予備会談

の実施の可能性を削除した。このため、企業は、APA申請に先立ち分析及び検討等の

準備作業をより慎重且つ綿密に行わなければならない。 

APA締結意向書の提出 

予備会談において税務機関と企業が APAの申請事項に合意した場合、税務機関は、

APA締結意向書の提出を許可する「税務事項通知書」を交付する。企業はそれに応じ

て、「事前確認締結意向書」のほかに、APA申請書の草案を提出する。草案の内容は、

前述の予備会談で提出した要求のみならず、下記の内容も含める。 

 APA申請に適用される価格設定原則及び算定方法、並びに当該申請に関わる

機能・リスク分析、比較性分析、前提条件等 

 バリューチェーン又はサプライチェーンの分析。特に、コストセービング、マーケット
プレミアム等の地域性特殊要因に重点を置いて分析する。 

 APAの適用対象年度の経営規模、業績予測及び経営計画等 

64 号公告によると、企業が規定どおり年度関連業務往来報告表及び同時文書の作成・

記載を行っていない場合、税務機関は、当該企業からの APA締結意向書の提出を拒否

できる。さらに税務機関は、特別納税調整の立件調査又はその他の税務調査を受けて

いる企業の APA締結意向書を拒否することもできる。このように、APAの申請要件は厳

しくなっている。 

 

本アラートの分析対象法規： 

 

 SATが 2015年 9月 17日

付けで公布した「特別納税

調整実施弁法（意見募集

稿）」（以下「2号文の意見募

集稿」） 

 経済協力開発機構（以下

「OECD」）及び G20財務大

臣・中央銀行総裁会議（以

下「G20」）が 2015年 10月

5日付けで公布した BEPS

行動計画 5「透明性と実質

を考慮したより効果的な有

害税制への対処」（以下

「BEPS行動計画 5」） 
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分析と評価 

64 号公告によると、税務機関は、分析・評価（実地調査を含む）及び企業からの聞き取り

調査に基づき、APA申請書の草案が独立企業間原則に基づいて制定されているか否か

を確認する。また、同公告には税務機関による分析・評価の着眼点に関する提言が盛り

込まれた。これらの提言は、 2 号文及び同意見募集稿の要求とほぼ同じ内容であるが、

64号公告はさらに、バリューチェン分析及び貢献度分析の要求を追加した。すなわち、

税務機関は、企業の上述の分析が完全かつ明確なものか否か、企業がコストセービン

グ、マーケットプレミアム等の地域性特殊要因、及び価値創出に対する現地企業の貢献

度を十分に勘案しているか否かを評価しなければならない。しかし、 42 号公告における

同時文書の要求と同様に、64 号公告においてもこれらの勘案すべき要素の分析方法及

び数値化について詳細な指針を定めていない。このことから、64 号公告の要件を合理的

かつ効果的に満たし、かつ利害関係者が合意する APA価格設定方法を見出すのは企

業にとって重要な課題となる。 

税務機関は、評価を通じて APA申請書の草案が独立企業間原則に合致しないと判定し

た場合、当該草案を独立企業間原則に適合させるため、企業に同草案について協議・調

整を求める。 

正式申請 

税務機関は、APA申請書の草案が独立企業間原則に基づいて制定されていると認める

場合、企業に「税務事項通知書」を送付し、企業による「事前確認正式申請書」及び事前

確認正式申請報告書の提出を許可する。なお、二国間又は多国間の APA申請の場合、

企業は上述の書類とともに特別納税調整相互協議の実施申請を提出する必要がある。 

協議・締結 

税務機関は、APAの正式申請に基づき、企業とユニラテラル APA 協議を行う、又は租

税条約締結相手国の主管税務当局と二国間又は多国間の協議を行う。双方が協議結果

に合意した場合、APAの協議書の起草及び締結の段取りとなる。 

税務機関と企業は、正式申請書の提出前、既に APAの草案に対する十分な協議及び

修正がされているため、ユニラテラル APAの締結手続は格段に簡素化されるだろう。二

国間又は多国間の APAにおいて、中国税務機関は、租税条約締結相手国の主管税務

当局との交渉協議で有利な立場になる。 

実施状況の監督  

64 号公告によると、企業は、APAの実施期間中、納税年度終了の 6か月以内に主管

税務機関に APAの実施状況に関する年度報告書（42 号公告によると、APA対象となる

関連者取引の移転価格同時文書の作成義務を免除）を提出しなければならない。主管

税務機関による APA実施の監督頻度は、2 号文における半年ごとから、年度ごとに変

更された。主管税務機関は、企業が APAの条項と要求を遵守しているか否か、年度報

告書は企業の実際の経営状況を反映しているか否か、APAにおける前提条件は依然と

して有効か否か等を監督する。報告及び監督管理上の具体的な要求はほぼ 2号文を踏

襲した。 

特に注意するべきことは、64 号公告によると、企業は四分位法を用いて取引価格又は

利益水準を事前に確定し、APA実施期間中、企業の実際の利益水準が四分位範囲に

収まらない場合、税務機関は、企業の利益水準を四分位範囲の中位数まで調整すること

ができる。実施期間終了後、企業の各年度の利益水準の加重平均値が中位数を下回

る、かつ中位数まで調整されていない場合、税務機関は APAの継続申請を拒否できる。

実務上、 中国税務機関は既にこのような処理を行ってきたが、今後、64 号公告はこの処

理方法の法的根拠となる。 

 



© 2016 KPMG, a Hong Kong partnership and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a 

Swiss entity. © 2016 KPMG Advisory (China) Limited, a wholly foreign owned enterprise in China and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with 

KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 

その他の変更点 

2号文と比べ 64号公告はその他でも変更されている。 

基本的な管理期間   

 適用年度 

64号公告によると、APAは、主管税務機関が企業の交渉・締結意向を確認する「税務事

項通知書」の交付日の該当納税年度から起算して 3～5年度の関連者間取引に適用さ

れる。それに対して、2号文では、企業が正式な書面申請を提出した年度の翌年度以降

の 3～5年の連続する年度における関連者間取引に適用される。 

 遡及期間 

64号公告によると、APAの最大遡及期間は 10年である。それに対して、2号文は、過

年度に適用されることのみを定めていたが、その明確な期間は定めていない。 

 年度報告書の提出 

64号公告によると、企業は、納税年度の終了後 6か月以内に、主管税務機関に対して

APAの実施状況に関する年度報告書を書面と電子版で提出しなければならない。主管

税務機関は報告書の電子版を SATに提出する。二国間あるいは多国間 APAの場合、

企業は主管税務機関に APA実施状況に関する年度報告書を書面と電子版で提出する

と同時に、報告書の電子版を SATにも提出しなければならない。それに対して、2号文

は、企業が納税年度の終了後 5か月以内に、税務機関に対し APA実施状況に関する

年度報告書を提出しなければならないことのみを定めている。 

新たな管理体制 

 税額の追徴又は還付 

64号公告の追加規定によると、APAの適用年度或いは遡及年度における税金を追徴

又は還付する場合、税務機関は納税年度を基準にして追徴或いは還付税額を計算し、

企業に「事前確認税額追徴（還付）に関する通知書」を送付しなければならない。このよう

な「移転価格による税額還付」体制は、初めて中国の移転価格の関連法規に明確に定め

られた。税務機関が今後この新体制をいかに実施・運用するかは現段階では不明であ

る。 

 ユニラテラル APAの情報交換 

64号公告は、ユニラテラル APAに関する情報交換の条項を事前確認協議書本文に追

加した。また、SATは、国家安全に関する情報を除き、締結されている国際公約、協定、

協議等の関連規定に基づき、2016年 4月 1日以降に締結したユニラテラル APAに対

し、他国（地域）の税務主管当局と情報交換が実施できる。当該規定は、OECD及び

G20が公布した BEPS行動計画 5における「透明性と実質を考慮したより効果的な有害

税制への対処」という提言に合致し、当該スキーム下での 2016年 4月 1日以降の裁決

における情報交換に対して中国の法的根拠となった。また、数か月前に公布された 42

号公告によると、企業はマスターファイルにおいて企業グループ内の各メンバーの締結し

たユニラテラル APAの情報を開示しなければならない。そのため、64号公告における情

報交換規定は 42号公告の要求と合致している。 

KPMGの所見 

64号公告は、SATの特別納税調整管理分野における重要文書として中国税務機関が

【2009】2号文の公布・実施後に重ねてきた APA実践経験及び体制化を体現している。

更新された APA交渉・締結のプロセスでは、主管税務機関による企業の締結意向書の
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受理、企業意向書の承認、企業の正式申請書の提出、双方による合意等の段階におい

て、税務機関は、正式な「税務事項通知書」を各段階で交付する。中国税務機関は、法

律を根拠とし、さらに税制管理を規範化させ、税収サービスの理念を示したと言える。こ

れは、申請企業の交渉・締結プロセス及び進捗の明確化に寄与するだろう。しかし、2号

文で定められた段階ごとの税務機関の回答期限は 64号公告では定められていない。今

後、申請期間の延長が可能か否かも不明確である。総じて言えば、64号公告は、中国

の APA管理プロセスに関する規範的文書として、企業が APAを申請する際の方向性を

明確に示している。 

OECD及び G20が BEPSを公布し、中国の税制度が時代とともに発展していることを

背景に、64号公告は、中国税務機関の移転価格原理に対する一貫した見方と態度を反

映した。例えば、税務機関は、企業が予備会談で提出する説明文書と申請草案を分析・

評価する際、バリューチェーン或いはサプライチェーンに対する分析、及びコストセービン

グとマーケットプレミアムなどの地域性特殊要因の分析を重要視している。また、税務機

関が APAの実施状況を監督管理する際、中位数を調整基準としている。なお、64号公

告は、中国税務機関が納税者の税務コンプライアンスを最重視していることを反映してい

ることから税制の透明性向上の傾向と合致する。例えば、企業が予備会談の説明文書

或いは申請草案を提出する、或いは税務機関が締結意向書、正式申請、優先的な受理

等を処理する際、企業の関連者取引申告、同時文書の準備及びその他の関連文書の準

備義務を強調した。これらの規定は、42号公告により提出した関連者取引申告と同時文

書の準備に関する改善要件と合致し、企業に高品質な関連者取引申告、報告書及び分

析資料等の提出と準備を促すことになる。 

64号公告の規定は、施行前に税務機関が正式に受理していない APA申請に適用され

る。締結意向の確認段階における申請及び提出予定の申請については、企業は、本公

告の各規定を参照し申請資料の再評価を行い、新規定に適合させなければならない。そ

して、税務機関の優先的な受理を得て、順調な交渉・締結を図ることが望まれる。 
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